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会社概要 

名称 GOALグループ（行政書士法人GOAL・社労士法人GOAL・株式会社GOAL） 

代表者 行政書士 石下貴大 

行政書士番号 第08080849 

所在地 

〒104-0061 東京都中央区銀座1-15-7マック銀座ビル402 
〒210-0004 川崎市川崎区宮本町6番地1高木ビル301 
〒320-0801 栃木県宇都宮市池上2－7石下ビル3階 
〒541-0047 大阪市中央区淡路町2-6-1アインストーン本町ビル403 

TEL 03-5948-7116 

FAX 03-5579-9906 

URL http://go-al.co.jp/ 

E - mail info@go-al.co.jp 

許認可手続 
産業廃棄物 / 建設業 / 派遣業 / 職業紹介 /宅建業 /  古物商 
入管業務 / 運送業 / 障害福祉サービス 

起業サポート 
一般社団法人 / NPO法人 / 会社 / 創業融資サポート 
助成金申請、就業規則作成 / 労働・社会保険の手続き 
クラウドシステム導入による業務の効率化 / 人事制度構築 

市民法務手続き   
 
その他サポート 

遺言、相続、後見業務 
 
補助金・助成金サポート  
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補助金・助成金は年間何種類出ているでしょう？ 

 

 

答えは・・・ 

３０００種類 
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補助金を獲得するのが目的ではありません。 
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補助金・助成金の違い 

• 補助金と助成金って何が違うの？ 

補助金 助成金 

管轄 経済産業省など 厚生労働省 

補助対象 事業内容に対して補助 主に雇用に対して補助 

お金の支給元 国や地方自治体、財団 
 

国や地方自治体、財団 
 

お金の支払時期 後払い 後払い 

返済 不要 不要 

受けるための条件 補助金を使う事業の必要性を書類でア
ピールする必要あり 

資格要件を満たせばほぼ確実に受けられる 

6 
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□就業規則を作成している 
 
□申請に必要な添付書類がそろっている 
 
□雇用保険に法定通り加入している 
 
□社会保険に法定通り加入している 
 
□社員を一人（アルバイト、パートを含む）を一人以上雇用している 
 
□過去半年以内に会社都合で解雇していない 
 
□時間外手当、残業代を支払っている 

助成金の受給要件 
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補助金取得の流れ 

申請 

•補助金の選定 

•募集要項を熟読し申請書作成  

採択 

•採択通知が到着する。 

•採択日からの発注が補助対象。 

実施 

•申請をした内容の補助事業を実施。 

•発注書、領収書等の管理。 

報告 

•指定の報告書をまとめる。 

•発注書、領収書等の提出。 

入金！ 

8 



Copyright © 2021 All Rights Reserved.行政書士法人ＧＯＡＬ 9 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

こんな悩みありませんか？ 

10 

事業再構築指針 
全くわからない・・・ 

引用元：事業再構築指針の手引き 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  11 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

類型＆要件イメージシート・類型自動判定エクセル 
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【無料配布中】詳しくは動画の概要欄をご確認ください 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

全体像 

13 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

どのレベルの話？ 

事業再構築補助金の３つの要件 

1:売上減少、2:事業再構築指針、3:認定支援機関の支援 

2:事業再構築指針の「事業再構築」にあたるか 

「事業再構築」にあたる５類型 

①新分野展開、②事業転換、③業種転換 

④業態転換、⑤事業再編 

14 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

15 事業再構築補助金概要 

主要申請要件 

① 申請前の直近6ヶ月の内、任意の3ヶ月の合計売上高が、コロナ以前の同3ヶ月の合計売上 
 高と比較して10％以上減少している中小企業等。 

② 事業再構築指針に沿った新分野展開、事業・業種転換、業態転換、事業再編等を行う。 

補助対象経費の例 

建物費、機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサービス 

利用費、外注費、知的財産等関連経費、広告宣伝・販売促進費、研修費、海外旅費 

＊補助対象企業の従業員の人件費及び従業員の旅費は補助対象外です。 

③ 認定経営革新等支援機関と事業計画を策定する。 
・事業再構築に係る事業計画を認定経営革新等支援機関と策定する。 
 補助金額が3,000万円を超える案件は金融機関（銀行、信金、ファンド等）も参加して策定する。 
 金融機関が認定経営革新等支援機関を兼ねる場合は、金融機関のみで構わない。 
・補助事業終了後3～5年で付加価値額の年率平均3.0％(一部5.0％)以上増加、又は従業員一人当たり 
 付加価値額の年率平均3.0％(一部5％)以上増加の達成。 

対象事業者 類型 補助額 補助率 

中小企業 
通常枠 100万円～6,000万円 2／3 

卒業枠 6,000万円～1億円 2／3 

中堅企業 
通常枠 100万円～8,000万円 1／2(4,000万円超1/3) 

グローバルV字回復枠 8,000万円～1億円 1／2 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

事業再構築補助金の抑えるべきポイントは3つ 16 

実現可能な 

数値計画 
申請書の 

書き方 

事業再構築 

ビジョン 

1 

2 3 

採択への 

必須ポイ 
ント‼ 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

申請できるのは？ 

17 

学校法人、社福、医療法人なども含む 



18 

採択予定が
55,000社 

1.45兆円で割る
と約2,000万 
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※一般的なパート・アルバイトは従
業員に含まれる 
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※関連経費だけでなく 

主要経費とのバランスが求め
られる可能性が高い 
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※5年の年次報告 

補助金で買った設備は 

自由に処分できない 
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※おすすめしません！！ 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

事業再構築指針（全体像） 

事業再構築指針というのは、事業再構築補助金にエントリーするための基準を定めたもの。 

「事業再構築とは何なのか」について定め、申請できる事業を絞っているもの。 

①新分野展開、②事業転換、③業種転換、④業態転換、⑤事業再編のいずれかに該当しないと、事
業再構築補助金にエントリーができない（中小企業卒業枠・中堅企業グローバルV字回復枠は別）。 

24 

引用元：事業再構築指針の手引き 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

類型によって要件が変わってくる 

25 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

類型判定＆要件イメージ確認シート・類型自動判定エクセル 

26 

皆様には無料配布させていただきます 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

類型の全体像 
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C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

新分野展開・事業転換・業種転換・業態転換（製造・非製造）の位置づけ 

28 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

各類型の概要（５つ） 

29 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

①新分野展開 

30 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

改めて「新分野展開」とは 

「新分野展開」とは、 

主たる業種or主たる事業を変更することなく、 

新たな製品等を製造等し、新たな市場に進出すること 

31 

業種：大分類 

業種は、日本標準産業分類の大分類のこと（例：E製造業、I卸売・小売業） 

 

事業：中・小・細分類 

事業は、日本標準産業分類の中・小・細分類のこと（細分類例：7621日本料理店、7625焼き肉店） 

 

製品等：製品、商品もしくはサービス（自社の商品のこと） 

 

製造等：製造又は提供（売上をたてるため自社商品を作ったり、提供したりすること） 

用語 

メインの業種・事業はそのままで 
新商品を作り、新市場に進出すること 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

新事業が 
今後のメイン 

新事業は 
メインじゃない 

新分野展開の特徴 

32 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

新分野展開の位置づけ 

33 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

新分野展開の３つの要件 

1.製品等の新規性要件 
→新商品をつくる 

 

2.市場の新規性要件 
→新たな市場に進出する 

 

3.売上高１０％以上要件 
→メイン事業は変わらないが、 
 ある程度売上の柱にする必要 

34 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

要件１：製品等の新規性要件（３つ） 

①過去に製造等した実績がないこと 

 

②製造等に用いる主要な設備を変更すること 

 

③定量的に性能又は効能が異なること 
 例：新製品の強度、耐久性、軽さ、速度、容量等 
 ※製品等の性能や効能が定量的に計測できる場合に限る 

35 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

過去にあった 
商品 

自社初の 
商品 

36 

①過去に製造等した実績がないこと 

過去に製造実績・サービス提供実績がある商品じゃダメ！ 

あくまでも新商品が必要！（過去に実績なし） 
 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

②製造等に用いる主要な設備を変更すること 

主要な設備を変更して、新商品を作ることが必要！ 

既存設備で作れる商品じゃダメ！ 

・製造業（航空機部品）の会社が新たに「医療機器部品」の製造をはじめる 

○：医療機器部品用の生産設備と航空機部品用の生産設備は全く違うため、医療機器部品製造のために新規設

備を導入する必要がある 

×：今ある「航空機部品用の生産設備」を使って医療機器部品を作る 

 

・ケーキ屋が新商品として「焼きプリン」を販売 

○：今までケーキを焼いていた設備では「焼きプリン」を作れないため、新たな機械を導入する 

×：今までケーキを焼いていたオーブンを使って「焼きプリン」を作る 

×：今までケーキを焼くのに使っていたオーブンを「焼きプリン」を作るきっかけで高性能な物に変える 

 

・ウィークリーマンション経営者がレンタルオフィスを始める 

○：レンタルオフィス用に客室改装やオフィス機器の導入に投資が必要 

×：単身用のウィークリーマンションのため、設備をそのままレンタルオフィスとして使える 

具体例 

37 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

③定量的に性能又は効能が異なること 

新製品であることを示すため、性能や効能の違いが計測でき
るなら、定量（数字）で示す！ 

前提として、製品の性能・効能が定量化できるものに限る。 

（※サービス業等、定量比較が難しい場合は、その旨を示す） 

具体的な要素（例） 

既存製品と比べて、新製品の方が、 

・「強度」が10％向上する 

・「耐久性」が厚み・硬さ・温熱面でそれぞれ11％向上する 

・「軽さ」が12グラム軽くなる 

・「加工性」（材料の硬さ・強さ・組成）が向上し、総加工時間が13時間減少 

・「精度」が向上し、許容値（±2.0%）に入る製品が14%増える 

・「速度」が15%向上する 

・「容量」が16%増加する 

38 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

事業計画書に落とし込む 

①過去に製造等した実績がないこと 

 

②製造等に用いる主要な設備を変更すること 

 

③競合他社の多くが既に製造等している製品等ではないこと 

 

④定量的に性能又は効能が異なること 

 例：新製品の強度、耐久性、軽さ、速度、容量等 
 ※製品等の性能や効能が定量的に計測できる場合に限る 

要件を満たしていることを「事業計画書」に示す必要がある 

要件（４３つ） 
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C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

まとめ（NG事例） ※事業再構築指針の手引きP5 P6参照 

×：過去に製造していた部品の再製造（①過去実績なし） 

×：投資なしで商品を増やす（②主要設備を変更） 

×：高性能の同種設備導入（②主要設備を変更）29日にこの条件は削除 

×：既存設備を使って新商品作る（②主要設備を変更） 

×：従来製品と性能の数値に差がない（③定量面が向上） 

×：既存製品の製造量を増やすだけ（新規性なし） 

×：既存製品に簡単な改変を加えただけの新製品（新規性なし） 

×：既存製品の部品を組み合わせただけの新製品（新規性なし） 

40 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

代替性が低いこと 

既存製品等と新製品等の代替性が低いこと 
（既存製品が新製品に「取って代わられない」こと） 

 

「新商品を販売しても、今ある商品の需要は減らず
（取って代わられず）、売上は新商品販売前と比べても
減らない。なんなら、相乗効果でトータルの売上がアッ
プする」という事を示す。 

つまり、事業計画では、 

具体例としては、 

日本料理屋が、新たにオンライン料理教室を始める。 
オンライン料理教室をやったとしても、日本料理屋本体
の売上は変わらない（なんなら宣伝になるので相乗効果
が期待できる）。なので、「市場の新規性」あり。 

41 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

要件３：売上高１０％以上要件 

42 

事業転換・業種転換ではないので、新商品をメイン事業にす
る必要はないが、補助金を使う以上、総売り上 の１０％
以上は新商品の売上が必要 

3～5年の事業計画期間終了後、新商品が総売上
の10%以上となる事業計画を策定する事が必要 

60% 
30% 

10% 

売上高 

商品A（メイン） 

商品B（準メイン） 

商品C（新商品） 

※10％は最低条件なので、
新商品の売上がより大きな
割合になるのであれば加点
要素となる。ただし、あま
りに突飛な数字だと「実現
可能性がない」として、加
点どころか減点の可能性す
らある。 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

まとめ 

新分野展開は、メインの業種・事業はそのままで 
新商品を作り、新市場に進出すること 

43 

１．製品等の新規性要件 

 ①過去に実績なし、②主要な設備を変更、 

 ③定量性アップ ※計測できる場合のみ 

 

２．市場の新規性要件 

 非代替性（新製品に取って代わられない） 

  

３．売上高10%以上要件（３～5年後） 

要件（３つ） 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

②事業転換 

44 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

全然違うことを 
はじめる 

近い事業を始め 
主事業にする 

45 

②事業転換とは 

「事業転換」とは、主たる業種を変更することなく、 

主たる事業を変更すること。 
例：日本料理屋が焼き肉屋に転換する（メイン事業とする） 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

事業転換の位置づけ 

46 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

事業転換の要件 

47 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

事業転換の３つの要件 

48 

１．製品等の新規性要件 
 ①過去に実績なし、②主要な設備を変更、 
    ③定量性アップ ※計測できる場合のみ 

 
２．市場の新規性要件 
 非代替性（新製品に取って代わられない） 
 

３．売上高「最大化」要件 
 ３～5年後に新事業の売上が売上構成比No.1 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

代替性が低いこと 

既存製品等と新製品等の代替性が低いこと 
（既存製品が新製品に「取って代わられない」こと） 

 
つまり、事業計画で
は、 

例え
ば、 

大衆向けの沖縄料理店が、客単価１万円の焼肉店も始め
る場合、顧客ニーズは異なる。そのため、沖縄料理店の
顧客を奪うことにはならず、売上減少は見込まれない。
なので、非代替性が認められ、「市場の新規性」あり。 

49 

「新商品を販売しても、今ある商品の需要は減らず（取って
代わられず）、売上は新商品販売前と比べても減らない。 
なんなら、相乗効果でトータルの売上がアップする」という
事を示す。 
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要件３：売上高「最大化」要件 
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事業の転換と言いえるためには、新たな取組み新商品をメイ
ン事業にする必要があるため、売上高構成比で最も高くなる
ことが要件 

30% 

10% 
60% 

売上高 

従来の取組みA（旧メイン） 

従来の取組みB（旧準メイン） 

新たな取組みC（新メイン） 

3～5年の事業計画期間終了後、新事業新商品が
総売上の中で最大化する事業計画が必要 
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「事業転換・業種転換」と「新分野展開」の売上要件の違い 
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事業転換・業種転換：新商品(事業・業種)をメインにする 

→売上高構成比で最も高くなることが要件 

30% 

10% 
60% 

売上高 

従来の取組みA（旧メイン） 

従来の取組みB（旧準メイン） 

新たな取組みC（新メイン） 

60% 
30% 

10% 

売上高 

商品A（メイン） 

商品B（準メイン） 

商品C（新商品） 

新分野展開：新商品をメインにはしない 

→売上高構成比は１０％以上でOK 

事業転換・業種転換 新分野展開 
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③業種転換 
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近い事業を始め 
主事業にする 

全然違う事を 
はじめる 
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③業種転換とは 

「業種転換」とは、新商品を作って、メインを異業種
に切りかえること。 
例：レンタカー事業者(物品賃貸業)が、コロナ対策に特化した貸し切りペンション(宿
泊業)を始め、メイン事業とする 
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業種転換の位置づけ 
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業種転換の３つの要件 
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１．製品等の新規性要件 
 ①過去に実績なし、②主要な設備を変更、 
    ③定量性アップ ※計測できる場合のみ 

 
２．市場の新規性要件 
 非代替性（新製品に取って代わられない） 
     

３．売上高「最大化」要件 
 ３～5年後に新事業の売上が売上構成比No.1 
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１．製品等の新規性要件（３つ） 
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標準産業分類 

引用元：事業再構築指針の手引き 

事業 業種 

大分類が変わる
↓ 

「業種転換」 

中・小・細分類
が変わる 

↓ 
「事業転換」 
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まとめ（業種転換における「製品等の新規性」） 

業種転換における「製品等の新規性」要件(①過去実績なし、②主要

な設備を変更、③定量性アップ※計測できる場合のみ)は、新分野展開や事業
転換と比べると、要件を満たしやすい 
 

（理由） 

①全くの異業種なので、普通、過去に実績がないから 

②全くの異業種なので、普通、主要設備は変更するから 

③全くの異業種なので、そもそも定量比較が難しいから 

ただし、「当たり前」と省略せず、しっかりと事業計画書で説明するのがポイント。 
例えば、普通、競合他社が同じような異業種参入はしないが、しっかり競合他社を分
析し、「やっぱり参入していない」という分析結果を事業計画書にしっかり書く。 
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まとめ（NG事例） ※事業再構築指針の手引きP5P6参照 

×：過去に製造していた部品の再製造（①過去実績なし） 

×：投資なしで商品を増やす（②主要設備を変更） 

×：高性能の同種設備導入（②主要設備を変更）29日にこの条件は削除 

×：既存設備を使って新商品作る（②主要設備を変更） 

×：従来製品と性能の数値に差がない（③定量面が向上） 

×：既存製品の製造量を増やすだけ（新規性なし） 

×：既存製品に簡単な改変を加えただけの新製品（新規性なし） 

×：既存製品の部品を組み合わせただけの新製品（新規性なし） 
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まとめ 

業種転換は、新商品を作って、メインを異業種に切り替える
こと。 
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１．製品等の新規性要件 

 ①過去に実績なし、②主要な設備を変更、 

 ③定量性アップ ※計測できる場合のみ 

 

２．市場の新規性要件 

 非代替性（新製品に取って代わられない） 

  

３．売上高「最大化」要件 

 ３～5年後に新事業の売上構成がNo.1となる 

要件（３つ） 
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④業態転換 
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【製造業】 
製造方法を新たにするだけでなく、 
新たな方法で作られる製品に新規性も必要。 
売上高は新事業で１０％以上にしていく 
 
【非製造業】 
商品・サービスの提供方法を新たにする。 
その上で、新商品を作るor設備撤去等が必要。 
売上高は新事業で１０％以上にしていく 

業態転換とは 

「業態転換」とは、製品や商品、サービスの 
製造方法や提供方法を相当程度変更すること 
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「製造業or非製造業」で要件の違いがある 
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「製造業」と「非製造業」で要件が変わってくる 
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業態転換の要件（非製造業） 

64 

選
択 
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業態転換の要件（製造業） 

1.製造方法の新規性 
→作り方を変える必要 

 

2.製品の新規性 
→新たな方法で新商品を作る必要 

 

3.売上高１０％以上 
→メイン事業とならずとも、ある程度売上の柱にする必要 
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業態転換の要件（非製造業） 

1.提供方法の新規性 
→提供方法を変える必要 

 

2.商品等の新規性 
→新商品を作る必要 
 
   or 
 

設備撤去等 
→既存設備の撤去や既存店舗の縮小等を伴うもの 
 
 

3.売上高１０％以上 
→メイン事業とならずとも、ある程度売上の柱にする必要 
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②新たな製造方法等に用いる主要な設備を変更すること 

主要な設備を変更して作ることが必要！ 

既存設備で作れる商品じゃダメ！ 

具体例 
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「〇」事例 

・健康器具の製造業者が、AI技術を利用して、製造工程の省人化をすすめる（新た

な製造方法）。工程の合理化により、より付加価値が高い健康器具を提供する。 

→「AI技術を活用した省人化ための製造設備」が新たに必要であり、そこに費用が

かかるのであれば、「主要な設備を変更」したといえ、要件を満たす。 

 

「×」事例 

・衣料品販売店が、新たな設備投資を伴わず、既存のＥＣサイトを用いて販売網を

拡大する場合 

→新規投資がなく、既存設備を使っての商品提供となっているため、「主要な設備

を変更」したとはいえず、要件を満たさない。 
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③定量的に性能又は効能が異なること 

新製品であることを示すため、性能や効能の違いが計測でき
るなら、定量（数字）で示す！ 

前提として、製品の性能・効能が定量化できるものに限る。 

（※サービス業等、定量比較が難しい場合は、その旨を示す） 

具体的な要素（例） 

既存製品と比べて、新製品の方が、 

・「強度」が10％向上する 

・「耐久性」が厚み・硬さ・温熱面でそれぞれ11％向上する 

・「軽さ」が12グラム軽くなる 

・「加工性」（材料の硬さ・強さ・組成）が向上し、総加工時間が13時間減少 

・「精度」が向上し、許容値（±2.0%）に入る製品が14%増える 

・「速度」が15%向上する 

・「容量」が16%増加する 
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事業計画書に落とし込む 

①過去に同じ方法で製造等した実績がないこと 

 

②新たな製造方法等に用いる主要な設備を変更すること 

 

③定量的に性能又は効能が異なること 

 例：新製品の強度、耐久性、軽さ、速度、容量等 
 ※製品等の性能や効能が定量的に計測できる場合に限る 

要件を満たしていることを「事業計画書」に示す必要がある 

要件（３つ） 
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事業計画書に落とし込む 

①過去に同じ方法で製造等した実績がないこと 

 

②新たな製造方法等に用いる主要な設備を変更すること 

 

③定量的に性能又は効能が異なること 

 例：新製品の強度、耐久性、軽さ、速度、容量等 
 ※製品等の性能や効能が定量的に計測できる場合に限る 

要件を満たしていることを「事業計画書」に示す必要がある 

要件（３つ） 
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３．既存設備の撤去等（非製造業のみ・選択要件） 
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３．既存設備の撤去等 ※非製造業のみ・選択要件 

既存の設備の撤去・店舗の縮小等を伴うもの 
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・非製造業のみ（製造業では不要な要件） 
 
・「商品等の新規性」要件と「既存設備の撤去等」要件のどっちかを
満たせばOK 
 
例：飲食店がテイクアウトを始めるため、客席スペースを縮小し（設
備撤去）、入り口付近にテイクアウト用の出窓をつける 
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４．売上高１０％以上要件  

73 

新たな方法による新商品が、 

売上高の１０％以上となる必要がある。 

3～5年の事業計画期間終了後、新商品が総売上
の10%以上となる事業計画を策定する事が必要 

60% 
30% 

10% 

売上高 

商品A（メイン） 

商品B（準メイン） 

商品C（新商品） 

※10％は最低条件なので、
新商品の売上がより大きな
割合になるのであれば加点
要素となる。ただし、あま
りに突飛な数字だと実現可
能性がないとして、加点ど
ころか減点の可能性すらあ
る。 
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NG事例 

・既存の製造方法で、単に製造量を増やしただけ 
 例：服屋が、同じ形態の服屋を新規に出店する 

 

・既存の製造方法に、容易な改変を加えただけ 
 例：服屋が、既に行っているネット販売に、ポイント制を導入する 

 

・既存の製造方法を単に組み合わせただけ 
 例：服屋が、既に行っている行っているネット販売とサブスクリプション事業を組
み合わせ、ネット・サブスク事業とする 

 

・設備撤去や新商品の提供もなく、新たな販売方法を始めただけ  
 例：飲食店が（設備撤去も、新商品の提供も無いまま）単にテイクアウトを始める 
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⑤事業再編 
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⑤事業再編とは 
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組織再編 
（合併・分割・事業譲渡・ 
株式交換・株式移転） 

＋ 
①新分野展開 ②事業転換 
③業種転換 ④業態転換 

①新分野展開、②事業転換、③業種転換、④業態転換 

それぞれの類型の要件は、全く同じ 

ようは、「事業再編するの？しないの？」といった点が違うだけ 
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組織再編等の定義 
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引用元：事業再構築指針の手引き 
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新分野展開・事業転換・業種転換・業態転換の要件に準じる 
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類型の判定方法 
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新分野展開・事業転換・業種転換・業態転換（製造・非製造）の位置づけ 
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※事業再編は「新分野展開、事業転換、業種転換、業態転換」のいずれかにあてはめる 
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「事業転換・業種転換」と「新分野展開」の違い 
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事業転換・業種転換：新商品をメイン事業にする 

→売上高構成比で最も高くなることが要件 

30% 

10% 
60% 

売上高 

商品A（旧メイン） 

商品B（旧準メイン） 

商品C（新商品） 
60% 

30% 

10% 

売上高 

商品A（メイン） 

商品B（準メイン） 

商品C（新商品） 

新分野展開：新商品をメイン事業にはしない 

→売上高構成比は１０％以上でOK 

事業転換・業種転換 新分野展開 



C o p y r i g h t  .  A l l  R i g h t  R e s e r v e d .  

「業種転換」と「事業転換」の違い 

引用元：事業再構築指針の手引き 

事業 業種 

大分類が変わる
↓ 

「業種転換」 

中・小・細分類
が変わる 

↓ 
「事業転換」 
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営業時の注意 

①いつでも申請できるわけでもない 

 

②補助金は支払いが先 

 

③採択は１００％でない。 

→事業継続・推進が目的 

 

④報告書までやってはじめて入金 

 

⑤採択率は後半に行くほど悪くなる 
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補助金情報取得のポイント 

補助金業務で最も大事なのは 

いかに早く正確に情報を得るか 

 

 

• みんなの助成金：https://www.minnano-joseikin.com/professional 
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https://www.minnano-joseikin.com/professional
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必要な人が補助金を使い、 
コロナに負けず、 

日本経済を立て直してほしい 
 


